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基本 

計画 

10年

戦略

実施 
計画 
【政策体
系別】

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

１ 計画策定の趣旨

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」

の実現をめざします。

子どもたちの笑顔があふれ、高齢者や障害者等、誰もが社会に貢献しなが

ら生きがいを持つことができ、産業都市として力強く発展し続ける、そのよ

うな成長と成熟が調和し、誰もが幸せを感じられる川崎をめざし、「安心の

ふるさとづくり(成熟)」と「力強い産業都市づくり(成長)」の調和により、市

政をバランスよく進めるために、新たな総合計画を策定するものです。

※「最幸」とは‥川崎を幸せのあふれる「最も幸福なまち」にしていきたいという思いを

込めて使用しています。

２ 計画の構成

「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の 3層構造とし、社会経済状況の変化

等に柔軟に対応していきます。 

また、基本構想に掲げるめざす都市像等を実現するために、中長期的な課題等

を踏まえて、「成長」と「成熟」のまちづくりに向けて、効果的な取組の考え方

を明らかにする「かわさき 10 年戦略」を設定し、戦略的にまちづくりを進めて

いきます。

※
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３ 計画期間

「基本構想」は、今後 30 年程度を展望し、本市がめざす都市像や、まちづく

りの基本目標、5つの基本政策を定めるものです。 

「基本計画」は、今後概ね 10 年間を対象として、「基本構想」に定める 5つの

基本政策を体系的に推進するために、23 の政策及び、その方向性を明らかにす

るものです。 

「実施計画」は、これらのビジョン・方向性に基づき、中期の具体的な取組を

定めるもので、第１期実施計画の計画期間は平成 28(2016)年度から平成

29(2017)年度の 2か年となります。 
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進行 

管理 

総論 

基本 
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４ 基本構想で掲げる「めざす都市像」及び「まちづくりの基本目標」等

1 生命を守り生き
生きと暮らすこと
ができるまちづくり

1 災害から生命を
守る

2 安全に暮らせる
まちをつくる

3 水の安定した
供給・循環を
支える

4 誰もが安心して
暮らせる地域の
つながり・しくみ
をつくる

5 確かな暮らしを
支える

6 市民の健康を
守る

2 子どもを安心して
育てることのできる
ふるさとづくり

1 安心して子育て
できる環境を
つくる

2未来を担う人材
を育成する

3 生涯を通じて
学び成長する

3 市民生活を豊か
にする環境づくり

1 環境に配慮した
しくみをつくる

2 地域環境を守る

3 緑と水の豊かな
環境をつくりだす

4 活力と魅力あふ
れる力強い都市
づくり

1 川崎の発展を
支える産業の
振興

2 新たな産業の
創出と革新的な
技術による生活
利便性の向上

3 生き生きと働き
続けられる環境
をつくる

4 臨海部を活性化
する

5 魅力ある都市
拠点を整備する

6 良好な都市環境
の形成を推進
する

7 総合的な交通
体系を構築する

8 スポーツ・文化
芸術を振興する

9 戦略的なシティ
プロモーション

5 誰もが生きがいを
持てる市民自治の
地域づくり

1 参加と協働に
より市民自治を
推進する

2 人権を尊重し
共に生きる社会
をつくる

めざす都市像 

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」 

まちづくりの基本目標 

「安心のふるさとづくり」        「力強い産業都市づくり」  

政 策 体 系 

５つの基本政策と２３の政策 

基

本

構

想

基

本

計

画

※２３の政策の下に、「実施計画」に位置づける７３の「施策」と６００～７００の「事務事業」が連なります。 

※

※「最幸」とは‥川崎を幸せのあふれる

「最も幸福なまち」にしていきたいという
思いを込めて使用しています。
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政策体系別計画の見方について 

① 基本政策 

まちづくりの基本目標を達成す 

るために基本構想において定める 

５つの基本政策の内容を記載して 

います。 

② 政策の体系 

 基本政策の下に連なる、23 の政 

策の一覧を表示しています。 

③ 政策の方向性 

 それぞれの基本政策を体系的に 

進めるために、基本計画において 

定める政策の方向性を記載してい 

ます。 

④ 市民の実感指標 

「新たな総合計画策定に向けた市 

民アンケート」の結果をもとに、 

市民の意識・評価の水準（現状） 

を把握し、全政令指定都市の市民 

の意識・評価との比較を行うこと 

で、基本計画の計画期間の終期と 

なる概ね 10 年後を想定した市民 

の実感を目標として設定したもの 

です。 

⑤ 施策の体系 

 政策の下に連なる 73 の施策の一 

覧を表示しています。 

基本政策のページ 

政策のページ 

① 

③ 

② 

④ 

⑤ 
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⑥ 施策の概要 

施策の課題や今後の取組の方向性 

を記載しています。 

⑦ 直接目標 

 施策を推進することによって、市 

民生活をどのように向上させるのか 

を端的に文章で表現したものです。 

⑧ 主な成果指標 

 施策に位置づけられた事務事業を 

推進することにより、直接目標等が、 

どの程度達成されているか、客観的 

に評価するための目安として設定し 

たものです。ただし、施策の成果は、 

成果指標だけでなく、関連する事務 

事業の実施結果や、社会経済状況な 

どを総合的に分析することにより把 

握していきます。 

※1「主な成果指標の見方」は、次ページ 

  を参照

⑨ 計画期間の主な取組 

● 事務事業名 

・事務事業名及び計画期間内の 

事業概要です。 

● 現状 

・平成 26(2014)年度から平成 

27(2015)年度にかけての、取組内 

容や事業実施量です。 

● 事業内容・目標 

・計画期間中の事業実施内容や目  

標等を示しています。 

・「現状」や「事業内容・目標」欄に 

表記している年次「Ｈ●●」は特段 

の記載がない限り、「平成●●年度」 

を意味しています。 

⑦ 

⑨ 

⑧ 

施策のページ 

⑥ 

81



基本 
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進行 

管理 

総論 

基本 
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※1 「主な成果指標」の見方 

主な成果指標

名 称
(指標の出典) 

現   状 
第１期実施計画期
間における目標値 

第２期実施計画期
間における目標値 

第３期実施計画期
間における目標値 

市内全道路延長（自動

車専用道路を除く）に対
する 4ｍ未満の道路
の割合
（まちづくり局調べ）

20% 
（平成２２年度） 

16%以上
（平成２９年度） 

13%以上
（平成３３年度） 

10%以上
（平成３７年度） 

出火率 
（火災件数／人口

１万人） 
（消防局調べ） 

2.58件 
（平成 22～26 年の平均） 

2.49件以下
（平成 25～29 年の平均） 

2.48件以下
（平成 29～33 年の平均） 

2.46件以下 
（平成 33～37 年の平均）

町内会・自治会加入
率 
（市民・こども局調べ）

63.8%
（平成２７年度）

64%以上
（平成２９年度）

64%以上
（平成３３年度）

64%以上
（平成３７年度）

住宅に関する市民の
満足度 
（まちづくり局調べ）

73% 
（平成２５年度） 

⇒ 77%以上
（平成３０年度） 

80%以上
（平成３５年度） 

いじめの解消率 
（教育委員会調べ） 
※解消した件数／認

知件数×100 

60.0% 
（平成２５年度:小学校） 

86.2% 
（平成２５年度:中学校）

80.0%以上
（平成２９年度:小学校） 

90.0%以上
（平成２９年度:中学校）

日中活動系サービス
の利用者数 
（健康福祉局調べ） 

4,648人/月 

（平成２６年度） 

4,865 人/月
以上 

（平成２９年度） 

5,094 人/月
以上

（平成３３年度）

5,333 人/月
以上 

（平成３７年度）

「現状」では、実施計画策定時点での成果指標となる指標の直近数値を

記載しています。この現状の数値は、本市の調査や統計情報等を基礎とし

ていますが、数年に一度実施する調査データを活用している場合等、指標

によってはデータの取得年度に差があるため、現状の値の下に、年度等を

示しています。 

複数年の実績の平均値を現状として指標としている場合や実施計画策定

時点では確定した数値がなく見込値となっている場合等、指標特有の理由

があるものについても、現状の値の下にその旨を付記しています。 

第３期障害福祉計画 第４期障害福祉計画 計画の改定で変更の可能性がある

第１期実施計画の取組状況を

踏まえてよりよい状況の実現に

向けて目標値を定め、目標達成

に向けて取り組みます。 
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各実施計画期間の「目標値」では、例えば、目標値が各実施計画期間で

同じものを設定している場合であっても、過去の指標の状況が下降傾向に

あるため、取組を講じることで一定水準を維持すべきものなど、個々の指

標の特性に応じた目標値を設定しています。 

目標達成を判断する時期は、基本的には各実施計画期間の終期（第 1期

→H29、第 2期→H33、第 3期→H37）としていますが、数年に一度実施す

る調査データを活用している場合等は、目標達成を判断する時期がその調

査に依るため、各期の目標値の下に目標達成を判断する年度等を示してい

ます。また、調査のタイミングにより、各実施計画期間にデータが取得で

きない場合は、各実施計画期間の目標値を「⇒」で示しています。 

いじめ・不登校の解消率や、市民の人権尊重・男女平等への意識等、10

年後を見据えた数値による具体的な目標設定がなじまない指標について

は、よりよい状況の実現（いじめや不登校を限りなく減らすなど）に向け

て、第１期実施計画の取組状況を踏まえて、第２期実施計画以降の目標を

設定することとしています。 

総合計画と連携する計画（P496 参照）に掲げている指標や国の上位計画

の指標等を本計画の指標として活用している指標は、それらの計画の改定

に応じて、指標の目標値を改定する場合があります。 
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※2 「計画期間の主な取組」の見方 

計画期間の主な取組

事務事業名 

現状 事業内容・目標 

平成 26～27 
（2014～15）年度 

平成 28（2016） 
年度 

平成 29（2017） 
年度 

平成 30（2018） 
年度以降 

臨海部・津波防災対

策事業 

●臨海部防災対策計画
に基づく取組の推進 

●県石油コンビナート
等防災計画の見直し 

●津波避難計画に基づ
く取組の推進 

●津波避難施設の拡充 
（H27 施設数：全 92 か
所） 

●津波避難訓練（年 300
人程度）の実施 

●津波情報看板等の設
置 

●津波ハザードマップ
の更新 

●臨海部防災対策計画
に基づく取組の推進 

●県石油コンビナート
等防災計画の見直しを
踏まえた臨海部防災対
策計画の見直し（～H28） 

●津波避難計画に基づ
く取組の推進 

●津波避難施設の拡充 
（施設数：全 96 か所以
上） 

●津波避難訓練の実施
等 

●津波避難情報等の周
知啓発 

●津波ハザードマップ
の更新 

●津波避難施設の拡充 
（施設数：全 100 か所
以上） 

事業推進 

本庁舎等建替事業 ●本庁舎等建替基本計
画の策定 

●環境影響評価手続の
実施 

●本庁舎の解体に伴う
設計の実施 

●本庁舎等からの各局
事務室等の仮移転 

●第2庁舎の耐震補強工
事 

●新本庁舎基本設計 

●環境影響評価手続の
実施 

●本庁舎の解体工事 

●民間ビル等への仮移
転の継続 

●新本庁舎基本設計・
実施設計 

●新本庁舎実施設計（H30
までの予定） 

●新本庁舎の整備・新本
庁舎の完成（最短の場合
で H34） 

●環境影響評価手続の実
施（H30 までの予定） 

●民間ビル等への仮移転
の継続（新本庁舎供用開
始時まで） 

●第 2 庁舎の解体・跡地
広場の整備・跡地広場の
完成（最短の場合で H35） 

計画期間の取組について、平成 28 年度と同様に平成 29 年度以降も取組

を推進することとしているものを「→」で記載しています。 

計画期間の各年度の取組の事業量やめざすべき指標については、「（）」内

にその項目と数量を記載しています。 

計画期間外の平成 30 年度以降の取組で、施設整備等の整備スケジュール

や取組の目標として特に表記すべき事項については、個別にその内容を記

載しています。

津波対策やコンビナ

ート災害対策などを

実施し、臨海部の総

合的な防災力の向上

を図ります。 

本庁舎等について災

害対策活動の中枢拠

点としての耐震性能

を確保するため、建

替えの取組を進めま

す。 
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管理 

総論 

基本 

構想 

１ 計画の進行管理 

少子高齢化の急速な進展により、人口減少社会を迎えようとする中、限られ

た財源や人員を有効に活用し、更なる市民サービスの質的向上を図るとともに、

市民満足度を高めていくことが今まで以上に求められています。 

目標とその成果をしっかりと可視化することで、課題や改善点を明確化し、

ＰＤＣＡサイクルがより一層効果的に機能する進行管理のしくみを構築します。 

(1) 総合計画における進行管理 

どのように市の取組を推進すれば、よりよい成果が得られるかなどについ

て、市民の実感も踏まえて、内部・外部の視点により検証しながら、進行管

理を実施していきます。 

〔総合計画における進行管理の全体イメージ〕 
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【進行管理のポイント】 

① 内部評価等 

● 政策に関する効果の測定 

政策体系のうち、市がめざすべきまちづくりの方向性や目的を示す「政

策」に、市民の満足度等の市民の実感に基づく指標（市民の実感指標）を

設定し、市の取組等の結果が市民満足度の向上に、どの程度反映されたか

といった効果を測ることで、市民目線での施策等の推進につなげます。 

● 施策に関する評価 

政策を実現するための方策である「施策」に、市民生活がどう変わるの

かなどの視点による目標（直接目標）と、その目標に基づく市の取組の効

果を表す指標を効果的に設定し、達成状況を適切に把握した上で、課題や

改善点を明確化することにより、適切な事務事業等の見直しや次期計画へ

の着実な反映を図ります。 

● 事務事業に関する評価 

施策を実現させるための具体的な手段である「事務事業」については、

数値目標等を中心に、事業の実施結果の達成度を把握するとともに、施策

全体の推進に寄与しているかを確認し、事業の必要性や有効性、効率性な

どを客観的に評価することで、着実な進行管理を行います。 

市民の実感に基づく指標を設定し、市民目線による施策等の推進につなげます

市の取組の効果を示す指標を設定し、適切な事務事業の見直しなどを行います

事業の必要性や効率性などを客観的に評価することで、着実な進行管理を行います

市民の実感に基づく指標や市の取組の効果を表す指標（成果指標）

を設定し、総合計画の達成状況等を、市民目線で分かりやすく示

します。

指標を活用した評価を実施し、総合計画における効率的・効果的

な施策の推進につなげます。
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基本 

計画 

10年

戦略

実施 
計画 
【政策体

系別】 

実施 
計画 
【区】 

進行 

管理 

総論 

基本 

構想 

② 外部評価 

これまでは“内部評価結果の市民への分かりやすさ”を視点とする評価

を実施してきましたが、今後は、有識者や市民の参画により、市民目線・

専門的視点で、内部評価結果の公正性、適正性、妥当性等の検証を行うと

ともに、より効率的・効果的に施策を推進していくための評価を実施しま

す。 

(2) 評価スケジュール 

施策の評価については、市の取組とその効果との関係を中期的な視点で検

証し、効果的に次期計画や事務事業の見直しにつなげるため、概ね２年に一

度実施します。 

また、事務事業の評価については、着実な進行管理を行うために、毎年実

施します。 

〔評価スケジュールのイメージ〕

市民目線･専門的視点で、効率的･効果的に施策を推進するための評価を実施します
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４ 新たな総合計画策定に向けた市民アンケート結果概要

(1) 調査概要 

新たな総合計画を策定するにあたり、市政に対する市民の実感を指標として設定することを目的と

して、市民生活やまちづくりに関するテーマなどを中心に、市民の生活意識や市政に対する意識等に

関するアンケート調査を実施しました（調査期間：平成 27(2015)年 2月 9～28日）。

＜アンケート内容＞

郵送アンケート WEB アンケート 

調査対象 川崎市在住の満 20歳以上の男女個人
政令指定都市在住の満20歳以上70歳未満の
男女個人（川崎市も含む）

調査数 3,000人 20政令指定都市（各 700人程度）

調査方法 郵送法 WEB法

有効回収数 1,204標本 調査数と同数（700人程度）

有効回収率 40.1% - 

調査内容

市民生活やまちづくりに関するいくつか
のテーマについて、川崎市民の生活意識や
市政に対する意識等を調査（設問項目：31

項目）

市民生活やまちづくりに関するいくつかのテ

ーマについて、居住する地での生活意識や市政
に対する意識等を調査（設問項目：33項目）

回答肢

●5段階評価方式

①そう思う ②やや思う ③どちらでもない ④やや思わない ⑤思わない
●2項目選択方式（有無）
①ある ②ない

調査結果の用途
新たな総合計画における指標の設定にお
いて、現状を示す値になるもの

政令指定都市との比較等により、目標値設定に
向けて参考とするもの

＜アンケート項目＞

※ WEBアンケートのみで実施

No 設問 No 設問

1 災害に強いまちづくりは進んでいると思うか 18 
市内産業に活力があり、事業者が元気なまちであると

思うか

2 家庭での災害への事前の備えを行っているか 19 新しいビジネスが生まれているまちだと思うか

3 安全・安心な日常生活を送っていると思うか 20 ICTの活用が進んでいると思うか

4 上下水道サービスについて満足しているか 21 臨海部の経済活動が盛んであると思うか

5 
高齢者や障害者が生き生きと生活できる環境が整っ

ていると思うか
22 市内の拠点駅の周辺に魅力や活気はあると思うか

6 
社会保障制度に基づく市の取組が市民の経済的な不

安の解消に役立っていると思うか
23 市内に美しいまち並みが保たれていると思うか

7 安心して医療を受けることができると感じているか 24 交通利便性の高いまちだと思うか

8 子育て環境の整ったまちだと思うか 25 文化・芸術活動の盛んなまちだと思うか

9 この１年間に生涯学習をしたことがあるか（有無） 26 スポーツの盛んなまちだと思うか

10 
自分の知識や技術を地域や社会に活かしたいと思う

か
27 

町内会や市民活動など、地域活動に参加しているか（有

無）

11 環境に配慮した生活を送っているか 28 必要な市政情報を得ることができていると思うか

12 
市民や市内事業者による環境に配慮した取組は進ん

でいるか
29 

市政に対する市民の意見や要望を伝える機会等を市が

備えていると思うか

13 市内の空気や川などの水がきれいになったと思うか 30 
求めている行政サービスを必要なときに区で受けられ

ていると思うか

14 ごみを減らす取組を行っているか 31 市民の人権や平和に対する意識が高いと思うか

15 市内にある自然や公園に満足しているか 32 川崎市に魅力やよいイメージがあるか（※）

16 住環境（住みやすさ）に満足しているか 33 自分の市に魅力やよいイメージがあるか（※）

17 市が働きやすいまちだと思うか
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(2) 調査結果 

ＷＥＢ ＷＥＢ

郵送 ＷＥＢ 郵送 ＷＥＢ ２０政令市 郵送 ＷＥＢ ２０政令市

①思う
②やや思う

①思う
②やや思う

全政令市
平均値

川崎
順位

③どちら
でもない

③どちら
でもない

全政令市
平均値

④思わない
⑤やや思わ
ない

④思わない
⑤やや思わ
ない

全政令市
平均値

1 15.6 17.3 25.8 15位 58.3 神戸 55.4 64.9 53.2 27.3 17.9 20.9

2 41.9 38.1 29.8 4位 51.0 仙台 19.3 23.0 22.8 38.3 38.9 47.4

3 54.1 56.9 50.9 1位 56.9 川崎 32.3 33.9 40.0 12.7 9.3 9.1

4 60.6 56.7 55.7 9位 68.1 名古屋 26.1 33.0 31.1 12.3 10.3 13.4

5 20.7 19.4 20.8 14位 29.3 名古屋 49.9 60.4 56.7 28.7 20.1 22.5

6 16.6 10.0 11.4 16位 17.7 名古屋 55.7 67.9 59.8 26.3 22.1 28.8

7 53.8 48.3 53.3 18位 62.7 名古屋 25.6 36.9 33.3 20.0 14.9 13.4

8 26.9 24.1 30.0 19位 38.6 名古屋 41.9 54.1 51.5 29.4 21.7 18.5

9 25.2 10.1 12.9 19位 15.2 北九州 - - - 72.9 89.9 87.1

10 50.8 39.1 38.2 6位 44.2 熊本 30.0 43.1 42.3 17.2 17.7 19.5

11 53.2 41.7 37.0 2位 43.1 千葉 33.1 39.7 42.6 12.0 18.6 20.4

12 24.9 20.6 20.6 10位 38.5 北九州 52.7 63.3 59.9 20.2 16.1 19.5

13 55.6 38.4 30.4 3位 57.2 北九州 28.4 45.4 48.1 14.1 16.1 21.5

14 86.6 72.6 71.4 9位 79.2 熊本 8.1 19.1 20.3 3.7 8.3 8.4

15 44.4 40.7 44.2 13位 56.7 札幌 30.1 36.9 36.9 23.8 22.4 18.9

16 59.6 65.9 61.2 5位 67.7 神戸 22.3 22.7 26.7 16.5 11.4 12.1

17 29.7 27.1 29.9 10位 48.4 名古屋 55.5 59.9 50.7 13.4 13.0 19.3

18 28.3 31.4 21.9 4位 42.9 名古屋 54.6 54.3 52.6 15.8 14.3 25.4

19 24.4 19.0 16.9 8位 42.1 福岡 47.8 56.7 45.9 26.3 24.3 37.2

20 22.9 22.3 21.2 7位 33.1 福岡 55.9 57.1 55.3 18.6 20.6 23.6

21 27.4 28.7 22.4 6位 42.6 横浜 55.8 59.1 51.7 14.1 12.1 25.9

22 70.0 73.7 39.2 1位 73.7 川崎 17.4 18.4 33.0 11.2 7.9 27.8

23 29.8 27.9 38.6 17位 60.0 仙台 39.0 47.1 40.4 30.2 25.0 21.1

24 62.0 61.4 48.4 6位 77.3 大阪 18.4 23.7 26.0 18.7 14.9 25.7

25 48.0 44.7 34.4 4位 65.9 京都 37.6 42.1 45.2 13.0 13.1 20.5

26 47.6 46.9 39.1 6位 62.7 広島 39.4 42.9 44.3 11.5 10.3 16.6

27 30.3 16.3 22.1 18位 31.7 浜松 - - - 68.5 83.7 77.9

28 37.5 34.7 40.0 18位 48.7 仙台 39.5 46.9 43.6 21.9 18.4 16.5

29 18.1 16.0 18.1 18位 23.3 熊本 50.8 61.0 58.5 29.7 23.0 23.4

30 43.1 35.0 30.3 3位 37.0 名古屋 37.2 48.9 53.3 18.2 16.1 16.4

31 20.1 11.3 17.7 19位 52.5 広島 58.6 70.1 61.7 19.7 18.6 20.6

32 - 40.7 14.6 1位 40.7 川崎 - 41.6 62.1 - 17.7 23.2

33 - 40.7 48.7 12位 69.4 神戸 - 41.6 38.0 - 17.7 13.2

政令市
最高値

２０政令市

消極的評価

№

中間的評価
川崎市結果

積極的評価
川崎市結果 WEB 川崎市結果
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■ 総合計画に設定する成果指標一覧

● 成果指標一覧について

総合計画で設定する数値目標による成果指標は、市民の視点に立脚した指標を設定し、

今後、指標の状況を公表するとともにその結果を評価し、施策・事業等に適切に活用し

ていきます。

ここでは、政策体系別の実施計画に示した各成果指標について、現状値の設定の根拠

や達成すべき目標値の算出の考え方等を掲載しています。

これらの考え方に基づいた成果指標を計画の進行管理や評価に活用することで、総合

的かつ計画的な市政の運営に役立てていきます。

● 成果指標一覧の見方

 各施策ごとに、現状値の算出方法、指標設定の考え方、目標値の考え方等を掲載して

います。表の見方については、以下のとおりです。

≪成果指標一覧の例≫

指標名 

（指標の出典） 指標の考え方 
指標の目標値 

目標値の考え方 
現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期 

政策１-１ 災害から生命を守る 

施策１-１-１ 災害・危機事象に備える対策の推進 

直接目標  災害発生時の被害や生活への影響を減らす 

1 

避難所運営会議を開催し
ている避難所の割合 
（総務局調べ）

大地震など大規模な災害が発生
した場合の避難所運営について
は、各避難所ごとに自主防災組織
や施設管理者等で構成する避難
所運営会議が主に担うこととなる
ため、平常時からの避難所の運営
体制や避難スペース等の検討に
関する避難所運営会議の実施状
況を見ることで、避難所運営能力
の向上のための取組の成果を測
ることができる。

66.9％ 

（H26） 

70.5％ 

以上 

（H29） 

75.2％ 

以上 

（H33） 

80％ 

以上 

（H37） 

東日本大震災以降、平常時から避難
所運営会議において災害時を想定した
活動を行うことが重要と認識され、開催
率は上昇傾向にある。 
引き続き、更なる地域防災力の向上を
図るためには、より多くの避難所にお
いて開催していくことが求められること
から、本市における過去の実績を参考
としつつ、開催率の増加をめざす。

算
出
方
法

避難所運営会議開催か
所数（117 か所）／避難所
数（175 か所）×100（％） 

【算出方法】

「指標の目標値」に記載してい

る数値の算出式や引用する出典

等の内容を説明しています。

また、数値の算出式については、

カッコで現状値に対応する年度

の実績値を記載しています。

【目標値の考え方】

指標の現状値の背景や、施策や事

務事業の取組を講じて、指標をよ

りよい状況に高めていくための方

法等を根拠に、各計画期間に達成

すべき目標数値の設定の考え方を

記載しています。

【指標の考え方】

各施策の「直接目標」に掲げた目標の達成度

を測るために設定する指標について、その設

定の具体的な考え方を記載しています。

【年の表記】

成果指標一覧に示す年の表記で、「H●●」

と記載しているものについては、

「平成●●年度」を表しています。

521



基本政策１ 生命を守り生き生きと暮らすことができるまちづくり

指標名 

（指標の出典） 
指標の考え方 

指標の目標値 
目標値の考え方 

現状値 第 1 期 第 2 期 第 3 期 

政策１-１ 災害から生命を守る 

施策１-１-１ 災害・危機事象に備える対策の推進 

直接目標  災害発生時の被害や生活への影響を減らす 

1 

避難所運営会議を開催し

ている避難所の割合 
（総務局調べ）

大地震など大規模な災害が発生
した場合の避難所運営について
は、各避難所ごとに自主防災組織
や施設管理者等で構成する避難
所運営会議が主に担うこととなる
ため、平常時からの避難所の運
営体制や避難スペース等の検討
に関する避難所運営会議の実施
状況を見ることで、避難所運営能
力の向上のための取組の成果を
測ることができる。

66.9％ 

（H26） 

70.5％ 

以上 

（H29） 

75.2％ 

以上 

（H33） 

80％ 

以上 

（H37） 

東日本大震災以降、平常時から避難
所運営会議において災害時を想定した
活動を行うことが重要と認識され、開催
率は上昇傾向にある。 
引き続き、更なる地域防災力の向上を
図るためには、より多くの避難所にお
いて開催していくことが求められること
から、本市における過去の実績を参考
としつつ、開催率の増加をめざす。

算
出
方
法

避難所運営会議開催か
所数（117 か所）／避難所
数（175 か所）×100（％） 

2 

避難所を知っている人の

割合 
（市民アンケート）

災害発生直後には、行政の支援
は十分に行き届かないことが考え
られるため、適切な避難行動を行
える市民（避難所を知っている市
民）や、自宅避難が可能な世帯
（家庭内備蓄を行っている市民）
の増加が、災害時の市民生活の
安定や、避難者への負担の軽減
につながることから、その理解に
向けた普及啓発の取組の成果を
測ることができる。 

39.5％ 

（H27） 

43.6％ 

以上 

（H29） 

51.8％ 

以上 

（H33） 

60％ 

以上 

（H37） 

本指標を内閣府の世論調査と比較した
ところ、掲出した２つの指標ともに全国
平均を上回っており、東日本大震災の
経験や本市の取組による自助の進展
が見て取れる。 
一方、市民の防災意識は大災害直後
に飛躍的に上昇するも、以後は下降す
る傾向があるため、本指標の目標値
を、本市における過去の実績を参考と
しつつ、それぞれの割合の増加をめざ
す。

算
出
方
法

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の避難所の
確認を行っている人の割
合 

3 

家庭内備蓄を行っている

人の割合 
（市民アンケート） 56.9％ 

（H27） 

57.5％ 

以上 

（H29） 

58.8％ 

以上 

（H33） 

60％ 

以上 

（H37） 
算
出
方
法

市民アンケート（無作為抽
出 3,000 人）の家庭内備
蓄（食料・飲料水）を行っ
ている人の割合 

施策１-１-２ 地域の主体的な防災まちづくりの推進 

直接目標  地域の特性に応じた地域防災力向上により、延焼等による被害を減らす 

1 

重点的に取り組む密集市
街地における大規模地震

時の想定焼失棟数の削減
割合 
（まちづくり局調べ）

本市の地震被害想定調査の結果
を踏まえ、人命確保の観点などで
多くの課題を有する重点地区にお
いては、耐火性能に優れた建築
物への建替えを促進するなど、面
的な市街地の不燃化対策を進め
ることとし、その減災成果としての
焼失棟数の削減見込み割合を火
災延焼シミュレーションによって評
価・検証することができる。 

20％ 

（H27） 

25％ 

以上 

（H29） 

30％ 

以上 

（H33） 

35％ 

以上 

（H37） 

重点地区において、新たな防火規制条
例を制定するなどの対策強化により、
地震被害想定調査（H21）で想定された
火災延焼による建物被害を、次期地震
防災戦略計画期間（H32）までのできる
だけ早期に３割削減の達成をめざす。 算

出
方
法

地震被害想定上の焼失
シミュレーションから算出

2 

市内全道路延長に対する
４ｍ未満の道路の割合 
（都市計画課基礎調査のデー
タ（5 年ごと））

大規模な災害時には、老朽建築
物の倒壊や火災により、狭あい道
路は閉塞し、避難に支障を来たす
ことで、人的被害を拡大させる恐
れがある。そのため、防災上課題
のある地域において、防災まちづ
くりの取組により避難路の狭あい
道路の４m 以上への改善や沿道
の建築物の耐震化等、被害の軽
減を図ることは、災害時における
安全な避難に貢献する避難路を
確保し、地域防災力向上につなが
ることから、市域内全域における
全道路延長に対する４ｍ未満道
路延長の割合の低減を指標として
設定する。 

20％ 

（H22） 

16％ 

以下 

（H29） 

13％ 

以下 

（H33） 

10％ 

以下 

（H37） 

市域内全域の４ｍ未満道路延長の過
去５年（H17～22）の割合の減少と同等
以上をめざす。 算

出
方
法

市域内全域の 
４m 未満道路延長（599
㎞）／全道路延長（2,926
㎞）×100（％） 
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